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1 9 9 0 年代以 降､ 特定の 国家間で差別的に貿易を自由化する特恵的貿易協定 (P T A)

の 締結が顕著に増加 して い るo 近年の P T A は無差別 原則 を掲げる G A T T I W T O に お

ける多国間貿易交渉の進展および停滞 を背景と して い る点が特徴で あり ､
P T A が内外

に与 える経済効果の みな らず､ P T A の 活発化を前提に多国間 の 貿易自由化 を如何に推

進 させ る べ き か とい うテ
ー

マ が重要 な研究課題および政策課題 とな っ て い る ｡~

_ 第 1 章で概観 して
い るように､

P T A~ に関する経済分析は比較的過 去か ら行われて き

たが
､ 世界経済を取り巻く様 々 な環境の 変化や不完全競争市場に関する理論的 な発展 を

受け､ 新たな研究成果 が数多く提供され続けて い る｡ 本論文 で は ､ 多角的 な貿易自由化

と の 関係に注視 しつ つ ､ 3 国間の 国際貿易モ デル を通 じて Pi
l

A の 経済効果 に つ い て新

た な知見 を得る こ と を目的と して い る ｡ 論文 で は伝統的に行われて き た域外共通 関税を

設定す る ｢ 関税同盟(C u st o m s U n i o n ,
.
C U)｣ の 分析に留 ま らず､ 域内国が域外国に独 自

に関税を設定する ｢ 自由貿易地域 ( F r e e 血 a d e A r e a , P T A) ｣ に つ い て の 分析が多く な

されて い る ｡

論文 の前半は ､
P m の 静態的な効果 に焦点を当て て い る ｡ Ⅵ n e r (1 9

_
5 0) に端 を発す

る 旧来 の研究にお い て は､
P T A の 静嘩的効果と して は貿易障壁 の 撤廃 による直接的効

果 ､ すなわち貿易 コ ス トの 減少 とそれに よ る交易条件の 変化 の み を考えて い た｡ しか し ､

特に各国 の市場が不完全競争 の状態に ある場合､

~
p T A ゐ締結による貿易障壁 の 撤廃は

独占な い し寡占企 業が直面する競争環境や市場構造に様 々 な変化 をもた らす可能性 が

あ るo ｢市場統合効果｣ _はそ の 代表例で あり ､ 貿易障壁 の 撤廃により域内市場七価格裁

定活動が活発にな っ た結果､
不完全競争企 業の価格差別行動に制約が課 され る状況を想

定 したも の で ある｡ 実際 ､ P T A の 締結国間で 同
一 品･目 の 内外価格差が縮小 して い る こ

とが既存の いく つ かの 実証研究により指摘され て い る ｡ 本論文 の最初 の 二 つ の章 ( 第 2

章および第3 章) は ､ P T A の 域内国が設定する対外政策 の 水準やそ の 効果が域内市場

統合 の 導入 により い か なる影響を受け るか を論 じたも の で あ る｡



第2 章
‖

O p ti m al E xt e rn al
･

T a rilfs of a n F T A w ith I n tJe r n al M a r k et l n t e g r a ti o n
‖

で

は
､ 国際寡占モ デル に より域内市場統合が F T A 域内国の 設定する域外関税 の 水準及 び

各国 の 厚生 に与 える影 響を論 じて い る ｡ 市場が常に分断 して い る状況 を仮定 した 場合 ､

各 々 の 域内国の域外関税 には戦略的な関係は生 じない ため ､
F T A 締結に伴う関税 の 貿

易制限効果 の低下 の み が最適な関税率を変化させ る重要 な要因 とな る ｡ 結果と して ､

F T A 域内国 の最適域外関税は F T A 締結前の水準よりも大幅に低 い も の となり､ 域内国

と域外国 の双方が F T A 締結により利益 を受ける こ ととな るo しか し､ F T A 締結に域内

の 市場統合効果が付随する場合､ 域内国の域外関税に戦略的補完関係が生 じ､ 域外関税

引き上 げ競争が誘発され る｡ そ の結果､ 均衡で の域外関税は比較的高水 準なも の となり ､

域外国は F T A 締結により損失 を被るケ
ー ス が生 じるo

一 方､ 域内国 は非協力的な関税

引き上げ競争 の 結果､
市場分断時 よりも経済厚生が改善す る ｡ 他 の域内国 の 関税引き上

げに は自国 の輸出を増加 させ ると い うプラス 面 があるた め､ 非協力的な関税引き上げ競

争が そ の外部的なプラス 効果を内部化す るとい う逆説的な効果を持つ か らで ある ｡ すな

わ ち
､ 域内 の 市場統合は域外国 の 犠牲の 下に F T A 域内国に利益 をもたらす側面 があ る

の で あ る｡ 共通域外関税 を設定す る C U にお い て は､
こ の ような レ ン ト シ フ ト効果は生

じな い ｡

第 3 章
一t

E c o n o m i c I n t e g r a ti o n a ll d R u l e s of O rigi n u n d e r l n t e r n a ti o n al 0 1ig o p oly
‖

は第 2 章と同様 に国際寡占下 の 市場統合効果 に着目 しつ つ ､
F T A 域内国が域外国 の迂

回輸出行動 を防止 す るた めに設 定する ｢ 原産地規則 (R u l e s of O ri gi n , R o °)｣ の 経済効

果 に視点を移 して い る ｡ F T A 内で は域内で 生産された財 の市場 は統合され るが ､ 原 産

地規則により域外 で生産された財に つ い て は域内国間で の 貿易で あ っ て も関税が課 さ

れ るため ､
そ の市場は分断され る ｡ こ の ｢原産地規則の 市場分断効果｣ の存在は原産地

規則 の 経済効果を複雑にする｡ すなわ ち､

一

方で原産地規則は高関税 の迂回防止 を通 じ

て域外国企業 の利潤 を下げる要因と なるが ､ 他方で原産地規則は同企 業に価格差別 を行

う機会を間接的に提供 し､ 利潤を上 げる要因にもな る｡ また域外企業の価格設 定行動の

変化 は､ 単
一

価格を つ ける域内企 業の 利潤にも
~
影響を与 えるこ その 結果 ､ 原 産地規則 の

設定が ( 1 ) 域内
･ 域外両企業 の利潤 を同時に上げる ､ ( 2 ) 域内 ･ 域外両企業の 利潤

を同時に下げる ､ ( 3 ) 域内企業の 利潤を下 げっ っ 域外企業の 利潤を上 げる､
とい っ た

興味深 い ケ
ー ス が見出されて いる Q 同様に､ 原 産地規則の 厚生効果も唆昧で ある . こ れ

らの 結果は ､ 原産地規則の 効果と して迂 回防止や中間財市場に与 える歪み の みに注目 し

て い た 一 連 の 研究に
一

石 を投 じるも の で あるo
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上記 の 二 つ の 章が P T A の 締結を外生 的に扱 っ た静態的な分析で ある の に 対 して ､ 後

半の 二 つ の 章(第 4 章および第 5 章) は時間を通 じた P T A ′の内生的な形成に着目 して い

る ｡ 分析 の 重要 なテ
ー

マ は
､
P T A の 締結が将来の 多国間の 貿易自由化を促進する の か

ある い は阻害する の か と い う､ い わゆる動学的時間経路の 問題 ( D y n a m i c T 血 e
･

P a t h

P r ob le m ) で ある｡ また ､ 以下の 二章は いずれも国内生産者 の 政治献金活動が政府の 貿

易協定締結 の 決定に影響を与 える状況 を想定してお り ､ 貿易政策の 決定と国内の 政治圧

力 の 関係に対 して も
ー

定の 示唆を与 えて い る｡

第 4 章
't

M ul til a t e r al is m a n d H u b
･

a n d
･

S p o k e Bil a t e r al is m
‖

では ､ 国際寡占モ デ ル

を用 い て無限期間の 逐次的貿易交渉ゲ
ー

ム を定式化する こ とにより ､ F T A の 重複締結

を通 じた ハ ブ & ス ポ ー ク型貿易協恵が発生する原因とそ の 帰結 を論 じてい る｡ 域外共通

関税の 設定が必要な C U と異なり ､ F T A にお い て は域内各国が域外 国と独自に新たな

F T A を結ぶ こ とにより ､ 貿易協定 の ｢ ハ ブ国｣ になる こ とが可能で あ るo さらに ､
｢ ス

ポ ー

ク 国｣ とな っ た国 は自由貿易体制下 よりも相対的に不利な立場に追いや られた結果､

ス ポ ー ク 国間で独立に F T A を結ぶ誘因 があるo すなわち ､ 多数 の 二 国間協定を通 じた

ハ ブ & ス ポ ー ク型 の 貿易協定 の拡大は､
世界大の 自由貿易を連環する効果的 な手段とな

り得る の で あ る ｡ 分析 の 結果､ す べ て の 域内国に と っ て重複協定 を結ばない こ とが適時

的な経済厚生 を上げる場合で あ っ て も ､ 各国には域外国や ス ポ
ー

ク国に追い や られる事

を避けた い と い う ｢ 消極的な重複協定締結の 誘因｣ が存在するため ､ 非協力的な F T A

の 締結競争に より多国間の 自由貿易が均衡結果 の
一

つ と して 常に達成され る こ とが示

された o また ､ 将来に対する時間割引が大き い場合に は ､ 初期 の F T A 域内国 の
一

部に

短期的に ハ ブ国になり特恵的な輸出利益 を多く獲得 した い と い う｢ 積極的な重複協定締

結の 誘因｣ が生 じるため ､ 多国間の 自由貿易が唯
一

の 均衡結果と して達成される
■
こ とも

示 され た｡ すなわち､
F T A で は C U よりも重複協定による自由貿易 の拡大 ができ る分､

言 い 換えれ ば域内国間に重複協定締結に関する戦略的 な関係が存在する故に ､ 結果と し

て 多国間 の 自由貿易が達成 しやすくなる の で あ るo

分析で はさ らに G r o s s m a 皿 a n d H elp m a n (1 9 9 5) 型 の 内生的な致治献金 モ デル を導

入 し ､ 寡占企業の ロ ビ
ー

活動の影響を検証 した｡ C U に見 られ る新規参入 に よる協定拡

大の 場合には ロ ビ
ー 活動は常に一自由貿易の 達成を阻害するが ､ 重複 F T A の 拡大の場合

には寡占企 業が ハ ブ & ス ポ
ー

ク型 の 協定締結を支持する ロ ビ
ー 活動を行う可能性が あ

るため
､

ロ ビ ー 活動が自由貿易 の 達成を促進す る場合も生 じる｡ 特に､ 政府が政治献金

をより重視 しか つ 初期関税率が低く留ま っ て い る状況 にお い て ､
ロ ビ ー 活動が自由貿易

を推進す る可能性が高い こ とが示 され た｡
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第 5 章一
‖

Al t e r n a ti v e P a th s to F r e e Tr a d e u n d e r E n d o g e n o u s P olitic al P r e s s u r e s
'-

で は
､ 多国間貿易協定によ る無差別 な貿易自由化 の 経路 (M T A

･

p a t h) を明示的に分析

する こ とに よ り､ 特恵的貿易協定を通 じた 即皆的な貿易自由化経路 (P T A
I

P a th ) の優位

性に つ い て検証を行 っ て い る｡ 政府の 協定締結 の決定が輸入産業 の ロ ビ ー 活動 の影響 を

受けるととも に､ 各国 の ロ ビ
ー

団体の 形成が内生的に扱われて い る点が特徴で ある｡ 分

析の 結果､
M T A

I

P a th にお い て はロ ビ
ー

活動の 利益 が大き いた め政治的な圧力 により自

由貿易が達成 され ない が ､
P T A

･

p a tb にお い て は ロ ビ
ー 活動の コ ス

_
トがそ の利益 を上回

るた めに 自由貿易が達成される ケ
ー ス が生 じる ｡ M T A

I

P a th と比較 して P T A
I

P a t h は貿

易自由化に時間を要 しこか つ域外国となる国の 輸出産業に短期的に大 きな厚 生損失を与

えると い う マ イナ ス 面 があるが ､ それ が故に国内 の政治圧力が弱 まる可能性 が ある? で

ある. ただ し､ 逆に M T A
･

p a th の み が自由貿易 を達成す るケ
ー ス もあり ､

P T A
I

P a th の

存在が貿易自由化の 阻害要因となる可能性も ある点に留意が必要 で ある o

分析で はさらに ､
M T A

･

p a th の 自由化が漸進的なも の で あ っ て も･ P T A
･

p a th の優位

性 が保たれ る こ と ､ また政府が二 つ の径 路を選択で きる場合でも ､
ロ ビ ー

活動に 伴う( 献

金に より補償 され ない) 厚生損失を回避するた めに P ℃A
･

p a th によ る多国間 の 自由貿易

の 達成が選 択 され得る事 が示 されて い る ｡
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